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1. 本稿にいう ｢公益法人｣ とは
従来の公益法人制度は 2008年 12月 1日以降,
大きな変革を迎えた｡ 一般社団法人及び一般財
団法人に関する法律｣ (平成 18年法律第 48号),
｢公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す















された社団法人又は財団法人) は, 2008年 12月
1日以降, 自動的に ｢特例民法法人｣ となり, 新
法の施行日から 5年以内に, 新制度の法人に移行
することとされている｡ 本稿において分析の対象
とする ｢公益法人｣ は, 現行制度下での ｢特例民




もので, 民法第 1編第 2章 (法人) において公益
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 公益法人に係る新制度の概要については, 平成 19年
版公益法人白書を参照｡
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 改革前の公益法人の歴史については, 今田忠 [2006].
『日本の NPO史』, ぎょうせい, 東京に詳しい｡













金, 贈賄, また子会社経営などが報道され, 公益
法人のガバナンスへの疑念を招いた｡ このような



































2005年 12月の ｢行政改革の重要方針｣ (閣議
決定) の中で, 2006年通常国会への公益法人制
度改革に係る法案提出の方針等が再確認された｡








された 3法案は, 5月 26日に参議院本会議採決
が行われ, 公益法人制度改革関連 3法が成立した｡




の公布が行われ, 2008年 4月 11日には公益認定
等委員会により｢公益認定等ガイドライン｣ 等



























































な調査を 1989年から 1991年にかけて実施し, そ
の結果は 1992年に公表され, 公益法人の職員数,
収入額などの活動実態を初めて明らかにした｡
公益法人行政の統括部局 (当初, 総理府, その
後, 総務庁, 総務省) から各公益法人所管官庁に
対し調査票の提出を求める形式での公益法人概況
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 笹川平和財団 [1992]. 『日本の公益法人－全国アナ
ケート調査による現状分析』, 林知己夫・片山正一 [1995].
『公益法人アンケート調査からみた日本の財団と社団－そ
の構造・活動・経営』, 笹川平和財団, 東京, 林知己夫・
















調査事項としては, 表 1に示すように, 役職員
の状況, 収入・支出の状況, 財産の状況などが調
査されており, 公益法人の経済活動の実態が把握










所管官庁 個人社員数・団体社員数 (社団) 役員等の状況
課部局 基本財産額・うち官庁出捐額 (財団) 理事数・監事数








インターネットアドレス 過去 3年間における立入検査の実施状況 外部監事制度導入の有無
メールアドレス 株式保有の状況 評議員 (会) 制度の有無
設立年・月・日 会計基準の適用状況 有給常勤役員の平均報酬額階級












































































したのは, 経営組織が ｢7 会社以外の法人｣ で
ある事業所の調査票であり, 調査日である平成
16 年 6 月 1 日現在の ｢7 会社以外の法人｣ は
308,835事業所であった｡ また, 公益法人概況調
査の個票は, 平成 16 年 10 月 1 日時点の 26,322
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 このような完全照合の手法等については, 松田芳郎
[1991]. 『企業構造の統計的測定方法』, 岩波書店, 東京
及び Anders Wallgren and Britt Wallgren [2007]. “Re
gister-based Statistics Administrative Data for Statis-
tical Purposes”, John Wily and Sons, Ltd. (Wiley Se-
ries in Survey Methodology) に詳しい｡ また, 官庁統
計について検討したものとして, 全国統計協会連合会
[1984], 『昭和 58年度 統計調査におけるデータ・リン
ケージ・システム開発に関する調査研究報告書』 及び全




ス (単独事業所, 本所事業所, 支所事業所) であ
る｡ 法人ベースで照合するために, 事業所・企業































































活動中の法人 休眠法人 元所管不明法人 母集団 利用データ































合結果を合計すると, 表 6に示すように, 最終的
な照合率は 67.1％で, 17,128 法人分の結合デー
タが取得できた｡
照合結果を常勤職員 (公益法人概況調査の定義
による｡) 規模別にみると, 常勤職員が 2名以上
の法人は 79.5％の照合率であったのに対し, 常
勤職員が 1名の法人については 58.0％であった｡
また, 常勤職員がいない法人では, 照合率は 30.2
％であった｡
完全照合データは, 平成 16年 10月現在の公益
法人数 25,541の 67.1％である 17,128法人分であ



















公益法人全体 25,541 4,624 4,176 16,741
照合できた法人 17,128 1,396 2,424 13,308
常勤職員規模区分別分布 100.0％ 8.2％ 14.2％ 77.7％
PC上で照合できた法人 16,967 1,385 2,406 13,176
常勤職員規模区分別分布 100.0％ 8.2％ 14.2％ 77.7％
目視により照合できた法人 161 11 18 132
常勤職員規模区分別分布 100.0％ 6.8％ 11.2％ 82.0％
照合できなかった法人 8,413 3,228 1,752 3,433
常勤職員規模区分別分布 100.0％ 38.4％ 20.8％ 40.8％
総照合率 67.1％ 30.2％ 58.0％ 79.5％
るが, 非照合の法人には小規模なものが多くみら
れたことから, 年間収入額ベースでみたカバレッ
ジは 87.9％となっている｡ また, 公益法人概況
調査の定義による職員数ベースでは, 89.3％のカ
バレッジとなっている｡






















(1) 産業大分類別の法人分布 (表 7 )
公益法人の産業大分類別分布をみると, ｢Qサー
ビス業 (他に分類されないもの)｣ (以下, ｢サー
ビス業｣ という｡) が全体の 68.8％を占め, 続い
て ｢N医療, 福祉｣ 9.0％, ｢O教育, 学習支援業｣
6.6％, ｢L不動産業｣ 3.0％などとなっている｡
今回の集計結果における注目すべき点は, ｢Qサー
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A 農業 135 0.8％ 1,550 11.5 18,496,592 137,012
B 林業 54 0.3％ 857 15.9 68,382,561 1,266,344
C 漁業 25 0.1％ 412 16.5 11,221,986 448,879
D 鉱業 3 0.0％ 17 5.7 1,156,288 385,429
E 建設業 28 0.2％ 1,262 45.1 115,100,773 4,110,742
F 製造業 38 0.2％ 834 21.9 16,740,139 440,530
G 電気・ガス・熱供給・水道業 31 0.2％ 962 31.0 86,745,601 2,798,245
H 情報通信業 244 1.4％ 7,383 30.3 412,975,433 1,692,522
I 運輸業 232 1.4％ 3,575 15.4 231,740,968 998,883
J 卸売・小売業 343 2.0％ 5,594 16.3 372,848,446 1,087,022
K 金融・保険業 313 1.8％ 9,285 29.7 2,105,901,523 6,728,120
L 不動産業 513 3.0％ 8,630 16.8 888,547,552 1,732,062
M 飲食店, 宿泊業 394 2.3％ 8,424 21.4 287,433,118 729,526
N 医療, 福祉 1,546 9.0％ 117,869 76.2 2,924,306,781 1,891,531
O 教育, 学習支援業 1,138 6.6％ 28,091 24.7 390,268,553 342,942
P 複合サービス事業 308 1.8％ 5,623 18.3 174,180,332 565,521
Q サービス業(他に分類されないもの) 11,783 68.8％ 169,606 14.4 8,064,756,148 684,440
全 体 17,128 100.0％ 369,974 21.6 16,170,802,794 944,115
集計法人数が 100を超えた項目は 27項目存在し
ているが, その上位は ｢Qサービス業｣ に属す
る小分類が占めている｡ ｢919他に分類されない
非営利的団体｣ (青少年育成関係団体, 国際交流
関係団体, スポーツ関係協会, 芸術家の協会, 法
人会, 青色申告会, 青年会議所, 納税協会, 労働
基準協会, 交通安全関係団体, 調理師等専門職種
の団体, 各種助成財団, 育英関係財団, 防犯協会
等) 4,155, ｢911経済団体｣ (金融業の団体, 各
種工業会, 各種経営協会, 運輸関係団体, 医師会
等) 3,635, ｢905民営職業紹介業｣ (各地域のシ
ルバー人材センター等) 846, ｢913学術・文化団
体｣ (各種学会, 芸術文化財団, 国際交流協会等)
608, ｢931集会場｣ (各種会館, 労働福祉センター,




(2) 産業大分類別の従業者数 (表 7 )
産業大分類別に従業者数 (臨時従業者を含む｡)
をみると, 法人数が多い ｢Q サービス業｣ が
169,606人と最も多く, 次に ｢N医療, 福祉｣ の
117,869人となっている｡ 最も少ないのは法人数
3の ｢D鉱業｣ で 17人となっている｡ 産業大分
類別 1法人当たりの従業者数は, ｢N医療, 福祉｣
が最も多く 76.2人, 次に ｢E建設業｣ (都市整備
協会, 建設公社, 保守協会等) の 45.1人, ｢G電
気・ガス・熱供給・水道業｣ (水道サービス公社,
下水道公社等) の 31.0人, ｢H情報通信業｣ (無
線協会, 新聞社, 出版会等) の 30.3人となって
いる｡ 少ない方では ｢D鉱業｣ が 5.7人と最も少
なく, ｢A農業｣ 11.5人, ｢Qサービス業｣ 14.4
人と続いている｡
(3) 産業大分類別の年間収入額 (表 7 )
産業大分類別に年間収入額をみると, 法人数が
多い ｢Qサービス業｣ が 8兆 648億円と最も多
く, 次に ｢N医療, 福祉｣ 2兆 9,243億円, ｢K
金融・保険業｣ (各種共済会, 生産出荷安定基金
協会, 価格安定基金協会, 補償協会等) 2 兆
1,059億円などとなっている｡ 産業大分類別 1法
人当たりの年間収入額は, ｢K金融・保険業｣ が
最も多く 67億円で, 次に ｢E建設業｣ 41億円,
｢G電気・ガス・熱供給・水道業｣ 28億円などと
なっている｡ 1法人当たりでみると, ｢Qサービ






サービス業｣ では, 1～4人が 44.6％と半分近く










も多く 11兆 3,060万円, 次に ｢Qサービス業｣
の 5兆 8,137億円となっている｡ これを 1法人当
たりでみると, ｢K 金融・保険業｣ が最も多く
796億円, 次に ｢B林業｣ の 164億円となってい
る｡
財団についてみると, 社団と同様に ｢K金融・
保険業｣ が最も多く 60兆 5,443億円, 次に ｢Q
サービス業｣ の 11兆 6,553億円となっている｡
これを 1法人当たりでみると, ｢K金融・保険業｣
が最も多く 3,541億円, 次に ｢I運輸業｣ の 96億
円, ｢E建設業｣ の 92億円となっている｡ 社団,
財団のいずれについても ｢K金融・保険業｣ の
資産額が突出している｡











動中の株式会社, 有限会社, 合名会社, 合資会社,
協業組合, 特定目的会社, 企業組合, 相互会社及
び医療法人を調査対象法人とし, 調査対象法人か


























A 農業 3.7％ 32.6％ 29.6％ 15.6％ 12.6％ 0.7％ 4.4％ 0.7％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
B 林業 0.0％ 38.9％ 13.0％ 27.8％ 13.0％ 3.7％ 1.9％ 0.0％ 1.9％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
C 漁業 0.0％ 12.0％ 24.0％ 36.0％ 20.0％ 0.0％ 8.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
D 鉱業 33.3％ 33.3％ 0.0％ 33.3％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
E 建設業 14.3％ 10.7％ 7.1％ 10.7％ 28.6％ 3.6％ 14.3％ 3.6％ 3.6％ 3.6％ 0.0％ 0.0％
F 製造業 0.0％ 23.7％ 26.3％ 13.2％ 7.9％ 7.9％ 18.4％ 2.6％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
G 電気・ガス・熱供給・水道業 0.0％ 3.2％ 9.7％ 38.7％ 16.1％ 0.0％ 29.0％ 3.2％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
H 情報・通信業 0.0％ 20.9％ 20.1％ 17.6％ 11.9％ 7.8％ 16.0％ 3.7％ 1.2％ 0.8％ 0.0％ 0.0％
I 運輸業 0.9％ 24.6％ 36.6％ 18.5％ 6.5％ 3.4％ 7.8％ 1.3％ 0.4％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
J 卸売・小売業 0.3％ 30.0％ 23.6％ 23.3％ 7.3％ 6.1％ 8.2％ 0.6％ 0.6％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
K 金融・保険業 1.0％ 45.4％ 20.8％ 8.9％ 3.2％ 2.6％ 9.3％ 5.8％ 1.9％ 1.0％ 0.3％ 0.0％
L 不動産業 3.1％ 40.4％ 17.3％ 16.6％ 8.2％ 2.5％ 9.9％ 1.4％ 0.0％ 0.6％ 0.0％ 0.0％
M 飲食店, 宿泊業 0.5％ 22.8％ 16.8％ 20.3％ 14.2％ 9.1％ 14.7％ 1.5％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
N 医療, 福祉 0.3％ 19.3％ 14.7％ 17.2％ 10.7％ 3.7％ 14.0％ 9.2％ 4.4％ 4.1％ 1.9％ 0.5％
O 教育, 学習支援業 0.6％ 30.9％ 22.7％ 20.2％ 9.1％ 4.0％ 9.1％ 2.3％ 0.3％ 0.4％ 0.3％ 0.2％
P 複合サービス事業 3.6％ 45.8％ 15.9％ 12.0％ 4.9％ 2.3％ 11.0％ 4.2％ 0.3％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
Q サービス業(他に分類されないもの) 0.7％ 44.6％ 22.8％ 15.8％ 5.5％ 3.0％ 5.6％ 1.6％ 0.3％ 0.2％ 0.1％ 0.0％
表 9 産業大分類別・社団財団別資産額 (単位：百万円)
社 団 財 団
法人数 資産額 1 法人当たり資産額 法人数 資産額 1 法人当たり資産額
A 農業 56 15,668 280 79 19,767 250
B 林業 28 458,524 16,376 26 114,510 4,404
C 漁業 11 8,636 785 14 13,303 950
D 鉱業 0 － － 3 1,530 510
E 建設業 8 59,044 7,381 20 184,840 9,242
F 製造業 11 2,918 265 27 18,137 672
G 電気・ガス・熱供給・水道業 1 × × 30 29,824 994
H 情報通信業 87 94,421 1,085 157 616,090 3,924
I 運輸業 170 86,392 508 62 592,396 9,555
J 卸売・小売業 97 16,490 170 246 253,053 1,029
K 金融・保険業 142 11,305,967 79,619 171 60,544,261 354,060
L 不動産業 100 270,301 2,703 413 2,373,063 5,746
M 飲食店, 宿泊業 32 53,094 1,659 362 457,947 1,265
N 医療, 福祉 483 1,553,979 3,217 1,063 3,199,256 3,010
O 教育, 学習支援業 273 180,342 661 865 1,307,251 1,511
P 複合サービス業 178 40,690 229 130 607,004 4,669
Q サービス業(他に分類されないもの) 7,300 5,813,693 796 4,483 11,655,341 2,600








国税庁業務統計の ｢料理飲食旅館業｣ を ｢飲食店,
宿泊業｣ と対比させ, 国税庁業務統計には ｢医療,
福祉｣ の分類がないので, ｢医療, 福祉｣ の一部
を含む ｢医療法人｣ と対比させている｡





















人企業統計調査の年次別調査 (平成 16年度) の
売上高との比較を行った｡
これをみると, ｢建設業｣ ｢電気・ガス・熱供給・














が大きいものとなっている｡ ｢医療, 福祉｣ につ
















飲食店, 宿泊業 590 (料理飲食旅館業) 182



















飲食店, 宿泊業 590 206
医療, 福祉 1,535 156









Comparative Nonprofit Sector Project ,
JHCNP) では, アメリカ, イギリス, 日本など
の先進国, チェコ, ポーランドなどの移行国, ケ




｢Fees and charges｣ ｢Public sector payments｣
｢Private philanthropy｣ の大きく 3つに区分し
て分析している｡ それぞれの定義は次のとおりで
ある｡ 
・Fees and charges, including charges for
services performed for individual clients,
proceeds from the sale of goods, member-
ship dues, and income on capital invest
ments. It should be underscored that this
category does not include service fees paid
by government agencies on behalf of ser-
vice recipients , as these are classified
under public sector payments.
・Public sector payments, including public
grants, statutory transfers (i. e., pay-
ments mandated by law), reimbursements
(i. e., third party payments or fee－for－
service payments), and public contracts
for services. The public sector includes all
branches and levels of government and its
agencies. This type of payment also in-
cludes monies received from foreign gov-
ernments, inasmuch as the information
on such transfers was available.
・Private philanthropy, including individual
giving, business donations, and founda-
tion giving. A special case of private phi-
lanthropy is volunteer input ； we
accounted for that input by computing the
imputed value of volunteer time by apply-
ing average wages for the respective fields
of activity.
一方, 完全照合データにおいては, 年間収入の
内訳項目として, 会費収入, 財産運用収入, 寄付
金収入, 国からの補助金等収入, 都道府県からの
補助金等収入, 民間助成団体等からの補助金等収
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 Lester M. Salamon etc.,[2004].“Global Civil
Society:Dimensions of the Nonprofit Sector, Volume
Two”, Kumarian Press, Inc.
金収入であるため, 収入構造の比較では除外した｡
表 12によると, 公益法人全体では, Fees and
charges が 88.5％と大半を占め, Public sector
paymentsは 9.4％, Private philanthropyは 2.2
％となっている｡ これを産業大分類別にみると,
Fees and chargesの割合が一番高いのは ｢製造
業｣ の 98.1％であり, 以下, ｢複合サービス業｣
97.8％, ｢卸売・小売業｣ 97.5％, ｢運輸業｣ 96.6
％と続いている｡ 一方, Public sector payments
の割合が一番高いのは, ｢電気・ガス・熱供給・
水道業｣ の 85.0％で, 次に ｢林業｣ の 41.7％,
｢漁業｣ の 22.9％と続いている｡ Private philan-
thropy の割合が一番高いのは, ｢漁業｣ の 14.5
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公益法人制度改革と公益法人の活動実態を示す統計について (金子 優子・高橋 朋一)
― 103―
表12 産業大分類別公益法人の収入構造
全体 農業 林業 漁業 鉱業 建設業 製造業 電気･ガス･熱供給･水道業
情 報 通
信業
Fees and charges 88.5％ 93.2％ 54.9％ 62.5％ 94.3％ 87.9％ 98.1％ 15.0％ 89.0％
Public sector payments 9.4％ 6.1％ 41.7％ 22.9％ 5.7％ 9.2％ 0.9％ 85.0％ 5.8％














Fees and charges 96.6％ 97.5％ 95.5％ 88.3％ 95.7％ 95.5％ 83.2％ 97.8％ 83.7％
Public sector payments 3.1％ 2.3％ 3.9％ 11.1％ 2.9％ 3.1％ 10.7％ 1.4％ 13.4％
Private philanthropy 0.3％ 0.2％ 0.6％ 0.6％ 1.4％ 1.4％ 6.0％ 0.8％ 2.9％
 Lester M. Salamon etc., [2004]. “Global Civil
Society:Dimensions of the Nonprofit Sector, Volume
Two”, Kumarian Press, Inc.
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Abstract:
On the First of December 2008, the Public Interest Institution System was drastically reformed. The
former system has been effectively based on the Civil Code since 1898 and public interest institutions
have been providing various services to society such as scientific research and development, art and
culture promotion, environment protection and international cooperation. However, the reform un-
dertakings could not be conducted by making use of the statistics that correctly described their activi-
ties in the Japanese economy and society because there were no such statistics, official or private,
that would show the activities of public interest institutions by industry or number of persons en-
gaged.
With the aim to developing such statistics, we carried out exact matching between the administrative
records and the official statistical survey data to make exact matching data. Administrative records
have been accumulated through the supervising activities of the government. The Establishment and
Enterprise Census, which is conducted every five years by the government, covers all establishments
residing in Japan. The census data include the industrial classification and employee data which are
comparable to other official statistics.
Among 25,541 administrative records (25,541 public interest institutions), 66.4% was matched with
the census data by computer. With the help of human observation and field surveys, a matching rate
of 67.1% was accomplished. The matching rate was low for the institutions without regular employ-
ees; a 79.5% matching rate was achieved for the institutions with more than two regular employees.
The total annual income of matched institutions covers 87.9% of the total annual income of all public
interest institutions.
The followings tables are presented as new statistics:
・Distribution of institutions by major industrial group and by the number of persons engaged
・Number of persons engaged and annual income by major industrial group
・Assets by major industrial group and by institution type (corporation or foundation)
・Comparison with the other statistics; tax statistics, statistics on private incorporated companies
